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 令和６年２月１９日 
 東京簡易裁判所　御中 

 　　原　　　 　　　  告　   　 ■　 ■　　■　 ■ 

 〒100-8162　東京都千代田区大手町１－１－２　ＥＮＥＯＳ株式会社内 
 　　原　　　 　　　  告　   　 ■　 ■　　■　 ■ 

 〒100-8162　東京都千代田区大手町１－１－２ 
 　　　　　　被　　 　　　　  告　  　 ＥＮＥＯＳ株式会社 

 同代表者代表取締役　　　宮　 田　　 知　 秀 

 損害賠償請求事件 
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 第１　請求の趣旨 

 　被告は、原告に対し、金１円の金員を支払え。 
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 第２　請求の原因 

 １　用語の意味 

 　本書に用いる用語の意味は、本書に別段の定義のない限り、被告が定める「コ 
 ンプライアンスホットライン規程」（甲１。以下「本件規程」という。）におい 
 て定義するところによる。 

 ２　当事者 

 ⑴　被告は、石油、天然ガスその他のエネルギー資源及びそれらの副産物の精 
 製、加工、貯蔵、売買及び輸送等を目的とする株式会社である。 

 ⑵　原告は、被告の従業員である。原告は、本件当時、被告において、経費の支 
 払い業務に従事していた。 

 ３　被告における業務の適正等を確保するための体制 

 　被告は、国内外の法令、定款、社内規程及び企業倫理の遵守に関するグループ 
 行動基準を定め（甲２）、ＥＮＥＯＳグループのコーポレートガバナンスに関す 
 る基本方針を制定し、通報窓口および対応体制を含む自社及び子会社等から成る 
 企業集団の業務の適正等を確保するための体制を整備して、これらを被告の公式 
 ホームページで公表している。 
 　被告における通報窓口および対応体制は、コンプライアンスホットライン制度 
 （以下「本件内部通報制度」という。）という名称であり、被告が本件規程を定 
 めて、これを運用している。　 

 ４　経緯 

 ⑴　平成２７年１１月６日（2015年） 

 　原告は、平成２７年１１月６日、オーストラリアの法律事務所（以下「本件 
 豪州企業」という。）に対してコンサルタントの役務対価とオーストラリアの 
 物品サービス税であるＧＳＴ 75,473.10 豪ドル（以下「本件ＧＳＴ」とい 
 う。）を合わせた金額 836,601.06 豪ドルを支払う手続きを行った（甲３）。 
 　実務上、海外企業が被告に発行する請求書において、海外企業が被告に対し 
 てＧＳＴを請求することは、特殊な場合を除いてほとんどない。原告は、本件 
 豪州企業に対して本件ＧＳＴを支払う義務があるのか否かを確認することを失 
 念していた。 

 ⑵　平成２８年１月７日（2016年） 
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 　原告は、本件豪州企業に対して本件ＧＳＴを支払う義務がないかもしれない 
 ことに気が付いた。そのため、原告は、平成２８年１月７日、直属の上司（以 
 下「上司Ａ」という。）に対し、本件豪州企業に対して本件ＧＳＴを支払う手 
 続きを行ったことを報告した（甲４）。 

 ⑶　平成２８年３月３１日（2016年） 

 　決算期のため、原告は、平成２８年３月３１日、上司Ａに対し、本件ＧＳＴ 
 の支払いに関して確認するメールを送信した。これに対し、上司Ａの回答は、 
 経費支払いに関する内容であるにもかかわらず、被告と本件豪州企業との契約 
 内容から本件ＧＳＴを支払う義務があるのか否かについて確認する意向が認め 
 られないなど不明瞭な点があった。（甲４） 
 　そのため、原告は、上司Ａの回答に原告を誤導する意図を感じており、後に 
 なってから、原告が契約内容の確認を取らずに支払い手続きをしたなどと叱責 
 を受けるおそれを抱いていた。 

 ⑷　平成２８年９月１４日（2016年） 

 　原告は、平成２８年９月１４日、本件規程２．１⑴アに定めるメールアドレ 
 スに対し、本件豪州企業に対して本件ＧＳＴを支払う手続きを行った事実、及 
 びこれに関連する上司Ａらから伝えられた内容を通報するメールを送信した 
 （甲５。以下、本件ＧＳＴの支払いに関連する事実、疑念、確認事項又は疑問 
 事項などの情報を通報する通報を総称して「本件通報」という）。 
 　上記メールアドレスは、本件内部通報制度における社内窓口の法務部長宛の 
 メールアドレスとして本件規程２．１⑴アに定められているものの、実務上 
 は、内部通報の受付窓口のメールアドレスとして機能しているメーリングリス 
 トである。 
 　被告が本件規程２．１⑴アに定めるメールアドレスに対する通報を受け付け 
 た後は、通報情報の追加を通報する宛先に法務部長を含めないなど、通報の宛 
 先を本件規程３．４⑵に定める「調査補助者」（以下「調査補助者」とい 
 う。）のみにするように制限されている。（以上につき、甲６） 
 　本件規程１．２⑸は、「通報」について、（発見した不正行為等を）是正す 
 る目的でこの内容を告げる行為をいうと定義しており、また、本件規程１．２ 
 ⑼は、「調査」について、通報情報に関する事実を確認するための調査をいう 
 と定義している（甲１）。一般的な通報も「公益通報の対象となる事実につい 
 ては、具体的な法令名や条項を明示する必要はありませんが、通報が「公益通 
 報」に該当するか否か判断できる程度に、またその後の調査や是正等が実施で 
 きる程度に具体的な事実を知らせる必要があります」と消費者庁のウェブサイ 
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 トに記載されているとおりである。 
 　上記で述べた本件規程の内容により、原告は、通報者が具体的な法令違反や 
 不適切であるか否かの評価を指摘する必要がない、又は指摘する権限がないと 
 いう理解をしていたことから、本件豪州企業に対して本件ＧＳＴを支払う手続 
 きを行った事実、及びこれに関連する上司Ａらから伝えられた内容を本件通報 
 に係る情報（以下、本件通報に係る事実、疑念、確認事項又は疑問事項などの 
 情報を総称して「本件通報情報」という。）として告げるに留め、上司Ａが部 
 下に対して虚偽の内容を伝えているという疑念、及び本件豪州企業に対する支 
 払いが契約に基づいているか否かなどの評価、確認事項又は疑問事項を本件通 
 報情報として告げていなかった。 
 　ちなみに、法務部は、平成２８年９月１４日の通報について、本件規程に基 
 づく通報であると認識していたものの（甲７）、通報があった旨を関係役員等 
 に報告していなかったため、被告は、本件規程３．２⑴に違反している。 

 ⑸　平成２８年１０月３日（2016年） 

 　原告は、平成２８年１０月３日、調査補助者に対し、本件ＧＳＴの金額が請 
 求金額として記載されている請求書や上記⑶で述べた原告と上司Ａとのやり取 
 りが記載されているメールファイルを添付して本件通報情報の追加を告げる 
 メールを送信した（甲８）。 
 　本件通報においては、平成２８年１０月３日の時点で、本件豪州企業に対し 
 て本件ＧＳＴを支払う手続きを行った事実を通報していた。加えて、ＧＳＴに 
 関しては、実務上、海外企業が被告に発行する請求書において、海外企業が被 
 告に対してＧＳＴを請求することは、特殊な場合を除いてほとんどない。 
 　そのため、原告は、原告から通報窓口又は調査補助者に対して、本件豪州企 
 業に対する支払いが契約に基づいているか否かなどの評価、確認事項又は疑問 
 事項を告げなくても、本件規程上の調査において、被告と本件豪州企業との契 
 約内容から本件ＧＳＴを支払う義務があるのか否かについて確認する作業が行 
 われるものと考えていた。 

 ⑹　平成２８年１２月１６日（2016年） 

 　原告は、調査補助者からの報告を待っている状態であった（甲９）。原告が 
 調査補助者からの報告を待っている間に、上司Ａが部下に対して、契約内容を 
 確認する行為を咎める事態が発生したため、原告は、平成２８年１２月１６ 
 日、調査補助者に対し、上司Ａが契約書の提示を求められることを理由に税務 
 に関する疑問事項について税務グループに照会しない意向であると思われる旨 
 及びこの上司の意向が起因となって発生する可能性がある問題事項を本件通報 
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 情報の追加として告げるメールを送信した（甲１０）。 
 　調査補助者は、同日、上記のメールに返信するかたちで、原告に対し、「ご 
 連絡内容についても、経理部に申し伝えますので、もう少々お時間をいただき 
 たく存じます。（原文ママ）」と返信した（甲１１）。 

 ⑺　平成２８年１２月２８日（2016年）～平成２９年１月６日（2017年） 

 　調査補助者は、平成２８年１２月２８日、原告に対し、本件通報情報に関し 
 て、今後の対応を伝えるメールを送信した（甲１２）。 
 　原告は、平成２９年１月４日及び同月５日、調査補助者に対し、調査補助者 
 から伝えられた内容から本件通報情報に関して確認できた事項と確認できてい 
 ない事項を整理した内容を伝えるメールを送信した。本件通報情報に関して確 
 認できていない事項として上記メールに記載していた内容は、被告と本件豪州 
 企業との契約に関する事項である。原告は、上記メールのなかで、調査補助者 
 に対し、契約内容の確認に関する状況を伝え、「契約締結時、契約書に付加価 
 値税を請求額に含めないことを記載することについて、相手企業に依頼するこ 
 とができるのかどうか？（原文ママ）」と伝えていた。（甲１３） 
 　原告は、上司Ａが契約内容を確認しないという行為が意図的であると感じて 
 いたものの、上司Ａ個人の問題とされないようにと配慮して、調査補助者に対 
 し、上司Ａが部下に対して虚偽の内容を伝えている疑念を通報するような通報 
 情報ではなく、上記のように契約内容の確認に関する状況や契約内容に関して 
 確認できていない事項を伝えるような通報情報を本件通報情報の追加として告 
 げた。 

 ⑻　平成２９年７月２０日（2017年） 

 　調査補助者が原告に対して「追加でいただいた疑問も含め、対応検討させて 
 いただきます。（原文ママ）」と通知した平成２９年１月５日のメールから 
 （甲１４）、本件通報情報に関する連絡が半年以上も途絶えていたため、原告 
 は、同年７月２０日、調査補助者に対し、本件規程３．１⑴に規定する「調査 
 を実施しない場合はその旨および理由」の通知を依頼するメールを送信した 
 （甲１５）。 
 　調査補助者は、上記のメールの後の原告と調査補助者とのメールのやり取り 
 や面談のなかで、原告に対し、同年２月７日に法務グループのＧＭと上司Ａと 
 の間で協議を実施していたことを通知した。 

 ⑼　平成２９年７月２８日（2017年） 

 　上記⑻で述べた平成２９年２月７日に行った協議について、その内容や結果 
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 については通知されていなかったこと、また、原告と調査補助者との面談にお 
 いて、原告が本件通報情報に関する確認事項のたたき台を作成することになっ 
 ていたことから、原告は、上司Ａが本件通報情報の具体的内容について把握を 
 していないという理解をしていた。 
 　原告は、同年７月２８日、調査補助者に対し、本件通報情報に関する確認事 
 項のたたき台として作成したExcelファイルを添付したメールを送信した（甲１ 
 ６）。そのExcelファイルの一番上には、平成２８年１月７日にコンサルタント 
 費用の請求額に付加価値税75,437.10豪ドルが含まれていたことを報告した事実 
 に加えて、「契約時に、"税抜きで請求"という契約は行えないのか？、海外取 
 引の際、付加価値税と合わせて支払わなくてはならないのはどのようなケース 
 か？（原文ママ）」という確認事項を記載していた（甲１７）。 
 　上記メールを受信した調査補助者は、同日、原告に対し、追加の資料提供を 
 依頼して、打ち合わせの日程を設定する場合があることを通知するメールを送 
 信した（甲１８）。 

 ⑽　平成２９年８月１４日（2017年） 

 　調査補助者の依頼により、原告が本件通報情報に関する確認事項のたたき台 
 を作成して提出したにもかかわらず、調査補助者は、原告との打ち合わせ等を 
 行わないままに、平成２９年８月１４日、原告に対し、本件通報情報に関する 
 調査結果を報告するメールを送信した（以下「本件調査報告１」という。）。 
 　本件調査報告１のメールには、「本件は既にコンプライアンス違反では無い 
 ことが確認されているため、制度の趣旨と異なることから、具体的な個別の事 
 項については、回答を差し控えさせていただきます。（原文ママ）」と記載さ 
 れていた。（以上につき、甲１９） 

 ⑾　平成２９年１０月１６日（2017年） 

 　平成２９年１０月１６日、本件通報情報に関する措置と思われる内容の部長 
 報告が行われた 。被告の豪州子会社が被告に対して「戻入れ」として送金した 
 金銭は、コンサルタント費用として一般管理費で計上している被告が過去に支 
 払った豪州ＧＳＴに係る還付金であると解釈される内容が含まれる部長報告で 
 はあるものの、還付金の金額を示さないなど会計処理について報告する部長報 
 告としては不明瞭な点があった 。（甲２０） 

 ⑿　平成３０年９月１３日（2018年） 

 　被告は、平成３０年９月１３日、「豪州国外の顧客に対するサービス提供費 
 用には、豪州ＧＳＴを課さない。なお、本件豪州企業がＧＳＴを課すべきと判 
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 断すれば、ＧＳＴ込みで請求する権利を有する。」という内容が記載されてい 
 る被告と本件豪州企業との間の契約（以下「本件契約」という。）を締結し 
 た。被告と本件豪州企業との間の契約に関しては、本件契約が締結されるまで 
 の間、ＧＳＴに関する定めは存在していなかった。 
 　原告は、令和２年６月２５日まで、上記の契約内容について通知されていな 
 かった。（以上につき、甲２１） 

 ⒀　平成３０年１１月２７日（2018年）～平成３１年３月２０日（2019年） 

 　本件調査報告１において何を調査したのか分からなかったことに加え、被告 
 の豪州子会社が被告の代わりに本件ＧＳＴの支払いに係る還付金を受領したよ 
 うにみせかけるために、被告の豪州子会社が被告に対して送金したのではない 
 かという疑念を抱いたため、原告は、平成３０年１１月２７日、本件規程２． 
 １⑴アに定めるメールアドレスに対し、本件豪州企業に対して本件ＧＳＴを支 
 払う手続きに関連して発生した一連の事実を通報するメールを送信した（甲２ 
 ２）。 
 　その後、原告と調査補助者は、平成３１年３月２０日までメールのやり取り 
 を行った。そのメールのやり取りにおいても、本件ＧＳＴの支払いに係る契約 
 内容についての議論があり、原告は、「２０１６年１月にＧＳＴを支払ってい 
 ることに気が付いていたのに、なぜ、２０１７年４月まで同様にＧＳＴの支払 
 をしていたのか？契約書の記載は確認をしているのか？（原文ママ）」と指摘 
 していた。（甲２３） 

 ⒁　令和元年１０月２５日（2019年） 

 　調査補助者は、令和元年１０月２５日、原告に対し、本件通報情報に関する 
 調査結果を報告する面談をした（以下「本件調査報告２」といい、本件調査報 
 告１と併せて「本件各調査報告」という。）。 
 　被告は、上記⑴で述べた本件豪州企業に対する836,601.06豪ドルの経費支払 
 い以外の経費支払いについてＧＳＴが課されていたか否かを調査していた。調 
 査による結論は、「一般に、ＧＳＴの還付は納税者の「権利」であり、「義 
 務」ではない。したがって、ＧＳＴの還付をするか否かは任意であり、還付を 
 受けないままであったとしても、不正行為等にはあたらない。（原文ママ）」 
 であった。（以上につき、甲２４） 

 ⒂　令和元年１０月２９日～１２月２０日（2019年） 

 　原告は、令和元年１０月２９日、同年１２月２日及び同月１０日、調査補助 
 者に対し、本件各調査報告についての質問として、本件ＧＳＴの支払いに係る 
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 契約内容、及び豪州子会社が被告に対して送金した際の豪州子会社側の会計帳 
 簿の内容について質問をした。これに対し、調査補助者は、同月３日及び同月 
 ２０日、原告に対し、原告の質問事項について回答をした。 
 　本件ＧＳＴの支払いに係る契約内容についての調査補助者の回答は、「取引 
 に税金が課されるか否かについては、民間同士の合意である契約書ではなく、 
 国（（本件豪州企業）との取引であればオーストラリア国家）が決めることで 
 す。したがいまして、契約書上のＧＳＴ条項の有無や記載内容については、結 
 論に関係がありませんのでお調べしませんし、また、※※事業部内でそうした 
 確認をしなかったことも特に不審なこととは認定いたしません。「真摯に対応 
 した」という記載については、被通報者が※※事業部長にも報告し、経理部や 
 税務部門にも展開して納得が得られており、また豪州ＧＳＴについて還付を受 
 けているという事実をもって認定しました。まず、契約書を確認する行為は、 
 先に述べた通り対応として意味がない行為ですので、行われなかったとしても 
 対応を怠ったことになりません。また、（本件豪州企業）への照会の時期につ 
 いても、税務アドバイザーの意見を得てから照会をかけるという方法は適切で 
 す。（「（本件豪州企業）」と「※※」以外は原文ママ）」という回答であっ 
 た。なお、本当に税務アドバイザーの意見を得ていたのか否かについては、そ 
 の証拠が無いため、今もなお不明である。 
 　ちなみに、豪州子会社が被告に対して送金した際の豪州子会社側の会計帳簿 
 の内容についての調査補助者の回答は、「（豪州子会社）の会計仕訳を調べる 
 ことは、「コンプライアンス違反ではない」という結論に影響しませんので調 
 査不要と判断しています。（「（豪州子会社）」以外は原文ママ）」であっ 
 た。（以上につき、甲２５） 

 ⒃　令和２年３月２７日（2020年） 

 　原告は、令和２年３月２７日、「社長・大田さんの輪」と題する被告の社内 
 ＳＮＳ（以下「本件ＳＮＳ」という。）に、コンプライアンスホットライン制 
 度の本件各調査報告の内容について疑問を呈する投稿をした（甲２６）。 

 ⒄　令和２年６月２５日及び同年７月９日（2020年） 

 　調査補助者は、令和２年６月２５日及び同年７月９日、原告に対し、上記⒃ 
 で述べた原告の本件ＳＮＳへの投稿内容についての回答として、上記⑿で述べ 
 た被告と本件豪州企業との間で締結された契約の内容、及び本件豪州企業が被 
 告に対してＧＳＴを請求していたのは平成２９年４月までであった旨を通知す 
 るメールを送信した（甲２１）。 
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 ５　被告の本件規程違反の存在 

 ⑴　本件規程３．６⑴について 

 　本件規程３．６⑴は、本件内部通報制度における調査結果等の通知・報告に 
 ついて定めており、その内容は以下のとおりである（甲１）。 

 ３．６　調査結果等の通知・報告 
 ⑴　法務部長は、調査の終了後、被通報者および調査協力者の名誉、信用、プライバ 

 シー等に十分配慮したうえで、実名通報者に対して、次の事項（以下総称して「調査 
 結果等」という。）を通知する。（中略） 
 ア．法令等に違反する事実または違反するおそれのある事実の有無 
 イ．法令等に違反する事実が確認された場合は、その是正措置および再発防止策 
 ウ．法令等に違反するおそれのある事実が確認された場合は、その対応策 
 エ．（中略） 

 ⑵　被告の本件規程３．６⑴イ又は同ウ違反の存在 

 ア　上記第３の４⑷～⑺、⑼及び⒀で述べたとおり、原告は、被告に対し、本 
 件豪州企業に対して本件ＧＳＴを支払う手続きを行った事実、本件ＧＳＴの 
 支払いに係る契約内容に関する確認事項又は疑問事項、及び本件ＧＳＴの支 
 払いに係る契約内容を確認していないことについて疑念を本件通報情報とし 
 て告げていた。 

 イ　上記同⑽及び⒁で述べたとおり、被告は、原告に対し、本件各調査報告に 
 おいて、コンプライアンス違反ではないことが確認されていることにより具 
 体的な個別の事項の回答は差し控える旨、及びＧＳＴの還付を受けないまま 
 であったとしても不正行為等にはあたらない旨を報告した。被告は、原告に 
 対して本件規程３．６⑴イ又はウに定める通知をしない場合に該当する内容 
 の調査報告を行ったことにより、本件規程３．６⑴イに定める「是正措置お 
 よび再発防止策」又は同ウに定める「対応策」を通知しなかった。 

 　　さらに、上記同⒂で述べたとおり、被告は、原告に対し、本件各調査報告 
 に対する原告の質問事項についての回答として、契約書上のＧＳＴ条項の有 
 無や記載内容については調査しない旨、及び契約書を確認する行為は意味が 
 ない行為であるとして、契約書を確認しなかった行為を不審な行為や対応を 
 怠った行為として認定しない旨を通知していた。 

 ウ　上記同⑿及び⒄で述べたとおり、甲２１の内容によると、被告は、平成３ 
 ０年９月１３日、本件契約を締結していた。被告と本件豪州企業との間の契 
 約に関しては、本件契約が締結されるまでの間、ＧＳＴに関する定めは存在 
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 していなかった。ＧＳＴの請求については、何かしらの措置を行ったことに 
 より、本件豪州企業が被告に対してＧＳＴを請求していたのは平成２９年４ 
 月までであった。 

 　　被告と本件豪州企業との契約の経緯について甲２１の内容から整理する 
 と、以下のとおりである。 

 被告と本件豪州企業との契約の経緯 

 平成26年4月1日  契約内容にＧＳＴに関する定めが存在していない契約（以下「本件 
 契約の前に契約した契約」という。）の有効開始日。 

 平成27年11月6日  原告が本件豪州企業に対して本件ＧＳＴを支払う手続きを行った。 
 （本件通報情報） 

 平成28年4月1日  本件契約の前に契約した契約が自動延長。 

 　　　　9月14日  原告が本件規程に定めるメールアドレスに対して本件通報をした。 

 平成29年2月7日  調査補助者が被通報者と協議を行った。 

 　　　　4月まで  この時点まで本件豪州企業が被告に対してＧＳＴを請求していた。 

 　　　　8月14日  本件調査報告１を行った。 

 平成30年4月1日  本件契約の前に契約した契約が自動延長。 

 　　　　9月13日  被告がＧＳＴに関する契約内容を記載した本件契約を締結した。 

 　　　　11月27日  原告が本件規程に定めるメールアドレスに対して本件通報をした。 

 令和元年10月25日  本件調査報告２を行った。 

 エ　上記ウで述べた被告が本件契約を締結した事実、及び本件豪州企業が被告 
 に対してＧＳＴを請求していたのは平成２９年４月までであった事実からす 
 ると、  本件豪州企業に対するＧＳＴの支払いが契約に基づいていないこと、 
 又は契約に基づいていないおそれがあることを、被告が本件通報を受けたこ 
 とにより把握したから  、是正措置、再発防止策又は対応策を実行したことが 
 明らかである。 

 　　これにもかかわらず、被告は、本件各調査報告又は本件契約を締結した前 
 後において、原告に対し、本件契約を締結した事実及び被告が本件豪州企業 
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 からＧＳＴを請求されないために実行した是正措置、再発防止策又は対応策 
 を本件規程３．６⑴イ又は同ウに定める事項として通知していなかった。 

 オ　したがって、被告に本件規程３．６⑴イ又は同ウの違反が存在する。 

 ６　原告の損害 

 　被告の本件規程３．６⑴イ又は同ウの違反により、原告に対して業務の適正化 
 に関する通知が行われなかったことから、原告は、業務を遂行するなかで本来行 
 うべき業務プロセスを行うことができないなど、業務の適正等が確保できなかっ 
 たという認識をしており、精神的苦痛が続いていた。 

 第３　まとめ 

 　よって、被告について、民法第４１５条の債務不履行に基づく責任又は民法第７ 
 ０９条の不法行為に基づく責任が成立し、原告は、被告に対して、１円の支払いを 
 求める。 

 以上 

 証拠方法 

 　「請求の原因」の事実を明らかにする書証は、被告が原告に対して、訴訟に関す 
 る行為について被告が原告に貸与するパソコン端末を使用することを認めた後、 
 追って提出する。 

 付属書類 

 　１　訴状副本　　１通 
 　２　資格証明書　１通 
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